
止のため，都市公園法（昭３１法７９）に基づき，街

区公園，近隣公園，運動公園等の都市公園の整備

を実施している。平成１３年度は第６次都市公園等

整備七箇年計画の第６年度として，都市公園のう

ち近隣公園等の基幹公園及び緑道の緊急かつ計画

的な整備を実施した（第１－９表）。

また，児童が遊びながら交通知識等を体得でき

るような各種の施設を設置した交通公園は，全国

で１９１箇所が開設され，一般の利用に供されてい

る。

イ 児童館，児童遊園等の整備

児童館及び児童遊園は，児童福祉法（昭２２法

１６４）による児童厚生施設であり，児童に健全な

遊びを与えてその健康を増進し，情操を豊かにす

ることを目的としているが，児童の交通事故防止

にも資するものである。平成１２年１０月１日現在，

児童館が４，４２０箇所，児童遊園が４，１０７箇所それぞ

れ設置されている。児童遊園は，児童の居住する

すべての地域を対象に，その生活圏に見合った設

置が進められており，特に児童の遊び場が不足し

ている場所に優先的に設置されている。

このほか，幼児等が身近に利用できる小規模な

遊び場（いわゆる「ちびっ子広場」）等が地方公

共団体等により設置されている。

ウ 学校等の開放

子供の安全な遊び場の確保のために，小学校，

中学校等の校庭，体育施設等の開放を促進した。

（６）電線類の地中化の推進

安全で快適な通行空間の確保，都市景観の向

上，都市災害の防止，情報通信ネットワークの信

頼性の向上等の観点から電線類の地中化を推進す

るため，新電線類地中化計画に基づき，電線共同

溝（C･C･BOX）等の整備を推進した（平成１３年

度電線共同溝整備事業費：２，１６１億円）。

第２節 交通安全思想の普及徹底

１ 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

交通安全教育指針（平１０国家公安委員会告示

１５）等を活用し，幼児から成人に至るまで，段階

的かつ体系的に交通安全教育を行うとともに，高

齢化社会が進展する中で，社会に参加する高齢者

の交通安全を確保する観点から，高齢者に対する

交通安全教育を強力に推進した。特に，自転車を

使用することが多い児童，中学生及び高校生に対

しては，将来の運転者教育の基礎としての自転車

の安全利用に関する指導を強化した。

学校においては，学習指導要領に基づき，関連

教科や道徳，特別活動及び総合的な学習の時間を

中心に，教育活動全体を通じて計画的かつ組織的

な指導に努めた。また，児童生徒の事故災害発生

第１－９表 都市公園の整備状況

年 度
住区基幹公園 都市基幹公園 緑 道

箇 所 数 面 積 箇 所 数 面 積 箇 所 数 面 積

箇所 ha 箇所 ha 箇所 ha
平成８年度 ６４，０１５ ２３，６７６ １，７１５ ２７，２３０ ４７９ ６４３

９ ６５，６９８ ２４，１８９ １，７６０ ２７，９２４ ５１０ ６６８
１０ ６７，６９９ ２４，８７１ １，８０１ ２８，９２３ ５４３ ６９５
１１ ６９，６７９ ２５，５０４ １，８２８ ３０，２６９ ５５６ ７１３
１２ ７１，０６６ ２６，０５１ １，８６４ ３１，１３７ ６００ ７４０

注 １ 国土交通省資料による。
２ 交通安全に関連する都市公園のみである。
３ 特定地区公園を除く。
４ 住区基幹公園とは，街区公園，近隣公園及び地区公園であり，都市基幹公園とは，総
合公園及び運動公園である。

５ 各年度末の数値である。

第２章 道路交通安全施策の現況

―３９―



の実態等をも勘案して，交通安全のみならず生活

全般にわたる安全指導に関する『安全教育参考資

料「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育』等

を作成し，安全指導の目標，内容等を明示してそ

の充実を図った。

交通安全教育を行うに当たっては，参加・体験

・実践型の教育方法を積極的に取り入れるととも

に，教材の充実及び実施主体間の相互利用の促進

を図るなどして，国民が自ら納得して安全な交通

行動を実践することができるよう，必要な情報を

分かりやすく提供することに努めた。

交通安全教育については，国，地方公共団体，

警察，学校，関係民間団体及び家庭がそれぞれの

特性をいかし，互いに連携を取りながら地域ぐる

みの活動が推進されるよう促している。特に，交

通安全教育に当たる地方公共団体職員や教職員の

指導力の向上を図るとともに，地域における民間

の指導者を育成することなどにより，地域の実情

に即した主体的な活動を促進した。

また，子供，父母，祖父母の世代間交流によっ

て各世代が交通安全について互いに注意を呼び掛

け合うことにより，効果的な交通安全教育の推進

に努めた。

さらに，交通安全教育の効果を事後に確認する

ことにより，効果的な実施に努めるとともに，交

通安全教育の意義，重要性等について関係者の認

識が深まるよう努めた。

（１）幼児に対する交通安全教育

ア 幼稚園・保育所における交通安全教育

幼稚園・保育所においては，幼稚園教育要領及

び保育指針等に基づいて，日常の教育・保育活動

のあらゆる場面をとらえて，交通安全教育を計画

的，かつ継続的に行っている。これらを効果的に

実施するため，紙芝居や腹話術，視聴覚教材等を

利用したり具体の場面を設定したりするなど，分

かりやすい指導に努めた。また，幼稚園において

は，家庭及び地域の関係機関・団体等と連携・協

力を図り，交通安全教育が効果的に行われるよ

う，教職員や保護者に対する講習会等を開催し，

指導力の向上を図るとともに，教材・教具の整備

を促進した。

イ 児童館・児童遊園における交通安全に関

する指導

児童館及び児童遊園においては，主として幼児

を対象に，遊びによる生活指導の一環として，交

通安全に関する指導を推進するとともに，母親ク

ラブ等の組織化を促進し，その活動の強化を図った。

ウ 関係機関・団体等における支援

関係機関・団体は，幼児に対する交通安全教育

を支援するため，幼稚園・保育所，児童館・児童

遊園に対する教材・教具の提供及び教職員や保護

者に対する通園時の安全指導を実施するととも

に，家庭における適切な指導，交通安全について

の積極的な話合い等が行われるよう保護者に対す

る交通安全講習会等の実施に努めた。

幼児と母親とが一緒になって交通安全について

学習する幼児交通安全クラブは，平成１３年９月末

現在全国で，約１万３００クラブが結成されており，

加入幼児は約８８万人，同保護者は約７８万人となっ
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ている。

また，交通ボランティアによる幼児に対する通

園時の安全な行動の指導，保護者を対象とした交

通安全講習会等の開催を促進した。

（２）児童に対する交通安全教育

ア 小学校における交通安全教育

小学校においては，家庭及び関係機関・団体等

との連携・協力を図りながら，体育科，道徳，学

級活動・児童会活動・学校行事等の特別活動，総

合的な学習の時間など学校教育活動全体を通じて

計画的に歩行者としての心構え，自転車の安全な

利用，交通ルールの意味及び必要性を重点として

交通安全教育を実施している。そのため，指導用

参考資料及び児童用教材を作成・配布するととも

に，調査研究，教職員等の研修会を実施した。

イ 関係機関・団体等における支援

関係機関・団体は，小学校において行われる交

通安全教育の支援を行うとともに，児童に対する

補完的な交通安全教育の推進に取り組んでいる。

また，父母等の保護者が日常生活の中で模範的な

行動をとり，歩行中，自転車乗用中等実際の交通

の場面で，児童に対し，基本的な交通ルールや交

通マナーを教えられるよう保護者を対象とした講

習会等を開催した。

さらに，地域によっては，PTA，交通ボラン

ティア等により通学路の道路事情及び交通事情を

具体的に検討した上で集団登下校を実施し，登下

校時の交通事故防止を図っており，児童生徒に集

団行動を通じて交通安全に関する実践的能力を身

に付けさせるよう努めた。

（３）中学生に対する交通安全教育

ア 中学校における交通安全教育

中学校においては，家庭及び関係機関・団体等

との連携・協力を図りながら，保健体育科，道

徳，学級活動・生徒会活動・学校行事等の特別活

動，総合的な学習の時間など学校教育活動全体を

通じて計画的に歩行者としての心構え，自転車の

安全な利用，自動車の特性，危険の予測と回避，

標識等の意味，応急手当等を重点として交通安全

教育を実施している。

中学校における交通安全教育を計画的に実施

し，効果的なものとするため，指導用参考資料等

を作成・配布するとともに，交通安全教育の在り

方や実践に関する調査研究，教員等を対象とした

心肺そ生法も含めた研修会等を実施した。

イ 関係機関・団体等における支援

関係機関・団体は，中学校で行われる交通安全

教育が円滑に実施できるよう指導者の派遣等の支

援を行うとともに，地域において，保護者対象の

講習会や生徒に対する補完的な交通安全教育を実

施した。

（４）高校生に対する交通安全教育

ア 高等学校における交通安全教育

高等学校においては，家庭及び関係機関・団体

等との連携・協力を図りながら，運転者となるた

めに必要な資質や能力の育成なども含め，保健体

育科，道徳，ホームルーム活動・生徒会活動・学

校行事等の特別活動，総合的な学習の時間など学

校教育活動全体を通じて計画的に自転車の安全な

利用，二輪車・自動車の特性，運転者の責任，応

急手当等を重点として交通安全教育を実施してい

る。特に，二輪車の安全に関する指導について

は，生徒の実態や地域の実情に応じて，二輪車の

安全運転を推進する機関・団体と連携しながら，

安全運転に関する意識の高揚と実践力の向上を図

るとともに，実技指導等を含む交通安全教育の充

実を図っている。そのため，指導用参考資料の作

成・配布，調査研究，教職員等の研修会を開催す

るとともに，高等学校を核とした交通安全教育実

践地域事業を実施するほか，高等学校教師用参考

資料「交通安全教育の新たな展開」等を参考とし

て交通安全教育の充実に努めた。

イ 関係機関・団体等における支援

関係機関・団体は，高等学校で行われる交通安

全教育が円滑に実施できるよう指導者の派遣等の

支援を行うとともに，地域において，高校生及び

相当年齢者に対する補完的な交通安全教育を実施

した。

内閣府においては，免許取得年齢に達していな

い若者，特に免許取得直前期にある高校生の年代
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の者に対し，将来の運転者として備えおくべき安

全意識を醸成する交通安全教育を行うため，免許

取得前の若者に対する参加・体験・実践型の「免

許取得前の若者に対する運転者としての交通安全

教育推進事業」を実施した（平成１３年度実施地：

茨城県，東京都，島根県及び熊本県）。

（５）成人に対する交通安全教育

運転免許取得時の教育は，自動車教習所におけ

る教習が中心となることから，教習水準の一層の

向上に努めている。

免許取得後の運転者教育は，運転者としての社

会的責任の自覚，安全運転に必要な知識及び技

術，特に危険予測・回避の能力の向上，交通事故

被害者の心情等交通事故の悲惨さに対する理解，

交通安全意識・交通マナーの向上を目標とし，公

安委員会が行う各種講習，自動車教習所等が受講

者の特性に応じて行う運転者教育及び事業所の安

全運転管理の一環として安全運転管理者，運行管

理者等が行う交通安全教育を中心として行った。

自動車の使用者は，安全運転管理者，運行管理

者等を法定講習，指導者向けの研修会等へ積極的

に参加させ，事業所における自主的な安全運転管

理の活発化に努め，また，自動車安全運転センター

安全運転中央研修所等の研修施設において，高度

の運転技術，指導方法等を身に付けた運転者教育

指導者の育成を図るとともに，これらの交通安全

教育を行う施設の整備を推進した。

また，社会人を対象とした学級・講座などにお

ける交通安全教育の促進を図るなど，公民館等の

社会教育施設における交通安全のための諸活動を

促進するとともに，関係機関・団体による実践活

動を促進した。

大学生等に対しては，学生の二輪車・自動車の

利用の実態に応じ，関係機関・団体等と連携し，

交通安全教育の充実に努めた。

特に，二輪車運転者については，交通安全意識

の高揚と交通安全活動への積極的な参加を促進す

るため，関係機関・団体等が連携して，二輪車の

安全に関する各種情報の提供，自主的な訓練への

協力，クラブリーダーの育成等を行うことによ

り，二輪車クラブの指導育成を図るとともに，ク

ラブ未加入二輪車運転者のクラブ加入の促進及び

新規クラブの組織化を促進した。また，二輪車ク

ラブ相互間の協力による広範囲な安全活動を活発

に展開するため，二輪車クラブ相互間の連絡会議

を開催するなどにより，自主的な活動を基盤とす

る二輪車クラブの連携の強化を図った。

（６）高齢者に対する交通安全教育

国及び地方公共団体は，高齢者に対する交通安

全指導担当者の養成，教材・教具等の開発など指

導体制の充実に努めるとともに，参加・体験・実

践型の交通安全教育を積極的に推進している。ま

た，関係団体，交通ボランティア，福祉関係者等

と連携して，高齢者の交通安全教室等を開催する

免許取得前の若者に対する運転者としての交通安全教育推進事業

（運転時の携帯電話使用の危険性実験） （エアバッグ実験）
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とともに，高齢者に対する社会教育活動・福祉活

動，各種の催し等の多様な機会を活用した交通安

全教育を実施している。特に，警察では運転免許

証を持たない，老人クラブに加入していない等交

通安全教育を受ける機会のなかった高齢者に対

し，地方公共団体，交通関係団体等と連携して，

事故多発路線に居住する高齢者の家庭訪問による

個別指導，高齢者と日常的に接する機会の多い医

師等と連携した交通事故防止のワンポイントアド

バイス等，地域ぐるみで高齢者の交通安全指導が

行われるように努めた。この場合，高齢者の自発

性を促すことに留意しつつ，高齢者の事故実態に

応じた具体的な指導を行うこととし，反射材の活

用等にも努めた。

また，高齢運転者に対しては，高齢者講習及び

更新時講習における高齢者学級の内容の充実に努

めた。

高齢者同士の相互啓発等により交通安全意識の

高揚を図るため，老人クラブ，老人ホーム等にお

ける交通安全部会の設置，高齢者交通安全指導員

（シルバーリーダー）の養成等を積極的に促進

し，老人クラブ等が関係団体と連携して，「ヒヤ

リ地図」の作成，高齢運転者の実技講習等自主的

な交通安全活動を展開できるよう指導・援助を

行った。

特に，シルバーリーダーについては，参加・体

験・実践型の高齢者交通安全教育の継続的な推進

役の養成を目的とする「市民参加型の高齢者交通

安全学習普及事業」を実施し，シルバーリーダー

４８７人が参加した。

さらに，家庭において適切な助言等が行われる

よう，交通安全母親活動，世代間交流による交通

安全普及啓発活動等の促進に努めた。

（７）身体障害者に対する交通安全教育

身体障害者に対しては，交通安全のために必要

な技能及び知識の習得のため，地域における福祉

活動の場を利用するなどして，障害の程度に応

じ，きめ細かい交通安全教育を推進した。また，

手話通訳員の配置，字幕入りビデオの活用等に努

めるとともに，身近な場所における教育機会の提

供，効果的な教材の開発等に努めた。

さらに，自立歩行ができない身体障害者に対し

ては，介護者，交通ボランティア等の身体障害者

に付き添う者を対象とした講習会等を開催した。

（８）外国人に対する交通安全教育

外国人に対する交通安全教育は，我が国の交通

ルールに関する知識の普及を目的として推進する

とともに，外国人向けの教材の充実を図り，効果

的な交通安全教育を推進した。また，外国人を雇

用する使用者等の交通安全意識を高め，雇用等さ

れている外国人による積極的な講習会等への参加

を促進した。

市民参加型の高齢者交通安全学習普及事業

（歩行者実技） （自転車実技）
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２ 交通安全に関する普及啓発活動の推進

（１）交通安全運動の推進

国民の一人一人に交通安全知識を普及させ，交

通安全思想の高揚を図るとともに，交通ルールの

遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けること

により，交通事故防止の徹底を図るため，春及び

秋の全国交通安全運動を行い，国，地方公共団体

及び民間交通安全団体が一致協力して，国民多数

の参加による活動を展開した。運動の実施に当

たっては，事前に，運動の趣旨，実施期間，運動

重点，実施計画等について広く住民に周知するこ

とにより，市民参加型の交通安全運動の充実・発

展を図るとともに，地域の実情に即した効果的な

交通安全運動を実施するため，地域の事故実態，

住民のニーズ等を踏まえた実施に努め，地域の実

態に応じた運動重点を定めた。

ア 平成１３年春及び秋の全国交通安全運動の

実施と結果

平成１３年春及び秋の全国交通安全運動は，中央

交通安全対策会議の交通対策本部が決定した実施

要綱に基づき，関係省庁，地方公共団体及び関係

１７団体が主催し，関係１４４団体の協賛の下に実施

された。

春の運動は，４月６日から１５日までの１０日間，

�自転車の安全利用の推進，�シートベルトとチ

ャイルドシートの着用の徹底を全国重点目標とす

るとともに，必要に応じて地域の実態に沿った独

自性のある地域重点目標も定めることとし，参加

・体験・実践型教育の推進，反射材用品の普及の

推進，自転車利用時の交通ルール及び交通マナー

の正しい理解と実践，シートベルト・チャイルド

シートの正しい着用の徹底を中心に実施した。

秋の運動は，９月２１日から３０日までの１０日間，

春の運動と同様に地域の実態に沿った重点目標を

定めるとともに，�高齢者の交通事故防止及び�

シートベルトとチャイルドシートの着用の徹底を

全国重点目標とし，特に高齢者を対象として参加

・体験・実践型教育の推進を行ったほか，シート

ベルト及びチャイルドシートの正しい着用の徹

底，効果的な広報活動の推進等を行った。

実施に当たっては，交通対策本部決定（春の運

動は平成１３年２月９日，秋の運動は同年７月１

日）を受けて，中央においては，主催の各機関及

び団体がそれぞれ運動の具体的な実施方針を定

め，国の機関の地方支分部局及び団体の下部組織

に対してその推進を図るよう適切な措置を講じ

た。また，地方においては，都道府県交通対策協

議会等の関係機関を通じて，国の機関の地方支分

部局，地方公共団体及び民間諸団体が相互に連絡

を保持しつつ，地域の実態等に応じた具体的な実

施計画を作成し，運動期間を中心として広報活動

及び交通安全教育を推進するとともに，生活道路

網を中心とする道路交通環境の点検整備等を集中

的に実施する等の効果的な運動を展開した。

! 広報活動

国，地方公共団体及び民間団体は，テレビ，ラ

ジオ，広報雑誌，ポスター，パンフレット，チラ
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シ，立看板，横断幕，懸垂幕，広告塔，アドバルー

ン，構内放送，広報車の巡回広報，パレード等に

よる多彩な広報活動を活発に展開した。

! 交通安全教育

全国交通安全運動期間中の交通安全教育は，都

道府県，市町村，教育委員会，警察，幼稚園，保

育所，学校，交通安全協会（交通安全活動推進セ

ンター），交通安全母の会，民間交通指導員，PTA

等の関係機関・団体の協力の下に実施された。

指導内容は，交通社会の一員としての自覚と責

任を持つよう促すことを基本とし，�幼児及び小

学生については安全な通園・通学の方法，正しい

歩き方，道路の正しい渡り方及び飛び出し防止，

�中学生については自転車の正しい乗り方，�高

校生については自転車及び二輪車（原動機付自転

車及び自動二輪車）の正しい乗り方と点検整備，

�高齢者については正しい歩行と横断，自転車の

安全な走行，母親については家庭における交通安

全意識の醸成，特に子供の交通安全のための知識

としつけ方，�運転者とその雇主等に対しては歩

行者・自転車利用者の保護を中心とした安全運転

の励行及びシートベルトコンビンサーの活用によ

るシートベルト，チャイルドシートの正しい着用

が主なものである。また，指導方法について見る

と，運転者，安全運転管理者等への法令，技術等

の講習会，自治会，町内会，婦人団体での座談会，

小学生，中学生，高校生を対象とする交通安全教

室，母と子の交通安全教室，高齢者への参加・体

験・実践型交通安全教育や家庭訪問，交通安全映

画会等多彩なものとなっている。これら各種の指

導を強化するため，核となるべき指導者の養成に

も力を入れ，指導の効率化を図った。なお，運動

期間中には，街頭での歩行者，自転車利用者及び

二輪車・自動車の運転者に対する直接指導も活発

に行われた。

" 運動期間中の交通事故

全国交通安全運動期間中の交通事故の発生状況

は，春が２万３，００６件，死者数２１０人，秋が２万

４，０２４件，死者数２６０人であった（第１－１０表）。

イ 地方公共団体の行う交通安全運動

地方公共団体は，春及び秋の全国交通安全運動

のほか各地域の交通実態に応じ，夏の交通安全運

動，年末年始の交通安全運動，行楽期の交通安全

運動，シートベルト，チャイルドシート，ヘルメ

ット着用の推進運動，飲酒運転追放の運動，交通

事故急増時の非常事態宣言に基づく交通安全運動

等時宜に即した多様な交通安全運動を実施してい

る。

ウ 交通安全組織の育成

交通安全意識は，日常の場における組織活動を

通じて定着させる必要があるので，職場内での運

転者組織，地域での飲酒・暴走運転等無謀運転追

放のための住民組織，交通安全婦人組織及び学校

内での児童生徒の安全組織等の組織化が促進さ

れ，特に交通少年団及び幼児交通安全クラブの育

成並びに交通安全母親組織の充実が図られた。

（２）シートベルト及びチャイルドシートの正し

い着用の徹底等

各種交通安全教室，交通安全運動等のあらゆる

機会をとらえて，後部座席における着用を含め，

シートベルトの着用効果，正しい利用方法につい

て広報啓発・指導に努めるとともに，これらに併

第１－１０表 平成１３年全国交通安全運動期間中の交通事故発生状況

区 分
春の全国交通安全運動 秋の全国交通安全運動

発生件数 死 者 数 負傷者数 発生件数 死 者 数 負傷者数

件 人 人 件 人 人
平成１３年 ２３，００６ ２１０ ２８，２１３ ２４，０２４ ２６０ ２９，５２５
１２ ２２，５３２ ２３７ ２７，５３８ ２５，６２３ ２５８ ３１，３０６

増減数 ４７４ －２７ ６７５ －１，５９９ ２ －１，７８１
増減率（％） ２．１ －１１．４ ２．５ －６．２ ０．８ －５．７

注 警察庁資料による。
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せて，教育，広報等と取締りを組み合わせた着用

促進方策（ステップ方式）等の地方公共団体によ

る実施を支援した。

チャイルドシートについては，平成１３年９月に

警察が実施した使用率の全国調査の結果による

と，７３．１％であり，着用義務化以降向上している

一方，正しく取り付けられている率は，増加して

きているものの，緩みのあるもの等が，いまだ約

３分の１を占めている状況である。このため，警

察では，チャイルドシートの正しい使用の徹底を

図るため，関係機関・団体と連携を図りながら，

春・秋の全国交通安全運動等の機会にチャイルド

シートの普及促進キャンペーンや産婦人科，幼稚

園，保育園等における取付講習会を開催した。ま

た，チャイルドシートの正しい取付方法の普及を

図るため，チャイルドシート販売員や自動車販売

員等を対象としたチャイルドシート取付指導員を

養成する研修会の開催を支援した。

また，自動車製作者やチャイルドシート製作者

等に対し，チャイルドシートの普及促進，正しい

取付方法に関するユーザーへの周知等を，指導徹

底させるとともに，自動車製作者に対して，チャ

イルドシートを自動車の後部座席の取付金具に押

し込むだけで容易かつ確実に固定できる ISOFIX

（共通取付具方式）等の普及促進を働きかけた。

さらに，チャイルドシートと座席との適合表の

公表，分かりやすい取扱い説明書の作成等，チャ

イルドシート製作者又は自動車製作者における取

組を促すとともに，販売店等における利用者への

正しい着用の指導・助言を促進した。

また，地方公共団体，民間団体等が行うチャイ

ルドシートの再利用活動の拡充を促進し，チャイ

ルドシートを利用しやすい環境づくりを促進した。

このほか，「自動車点検整備推進運動」の一環

として各地方で開催される催しに来場する自動車

ユーザーに対し正しい取付方法を指導する等，

ユーザーへの啓発活動を実施した。

（３）走行中の携帯電話の使用及びカーナビゲー

ション装置等の画像の注視の危険性に関する

広報啓発

自動車販売店，自動車用品販売店等において，

また，各種講習会，交通安全運動等の機会をとら

え，走行中の携帯電話の使用及びカーナビゲーシ

ョン装置等の画像の注視の危険性について，具体

的事故事例等を紹介するなどして周知徹底を図っ

た。

また，事業所の安全運転管理者，運行管理者等

による運転者に対する指導が徹底されるように努

めた。

（４）交通の安全に関する広報の推進

国民一人一人の交通安全に対する関心と意識を

高め，自動車等を運転する者はもとよりそうでな

い者も，自ら事故を誘発するような交通行動をと

らないように交通ルールの遵守と正しい交通マ

ナーの実践を習慣付けるため，国，地方公共団体

及び交通安全活動推進センターを始めとした民間

交通安全団体の密接な連携の下に，年齢，対象に

応じ，日常生活に密着した内容で，それぞれの場

にふさわしい広報媒体を活用したきめ細かな広報

啓発活動を計画的に実施した。

ア 家庭，学校，職場，地域等と一体となっ

た広範なキャンペーンや，官民が一体となった各

種の広報媒体を通じての集中的なキャンペーン等

を積極的に行うことにより，高齢者の交通事故防

止，シートベルト及びチャイルドシートの正しい

着用の徹底，若年運転者の無謀運転の防止，飲酒

運転等悪質・危険な運転の追放，違法駐車の排除

等を図った。

チャイルドシート着用推進シンボルマーク
「カチャピョン」

このシンボルマークは，平
成１２年２月に，シートベルト
・チャイルドシート着用推進
会議において，チャイルド
シートの着用推進に関する国
民の意識の高揚を図るための
シンボルマークとして決定し
たものである。
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イ 家庭向け広報媒体の積極的な活用，地方

公共団体，町内会等を通じた広報等により，家庭

に浸透するきめ細かい広報の充実に努め，子供，

高齢者等を交通事故から守るとともに，暴走運

転，無謀運転，飲酒運転等を追放する気運の醸成

を図った。

ウ 民間団体の交通安全に関する広報活動を

援助するため，国及び地方公共団体は，交通の安

全に関する資料，情報等の提供を積極的に行うと

ともに，全国民的気運を盛り上げるため，報道機

関の理解と協力が得られるよう働きかけた。

（５）その他の普及啓発活動の推進

ア 高齢者の交通安全のための広報啓発等

高齢者の交通事故防止に関する国民の意識の高

揚を図るため，高齢者交通安全マークの積極的な

普及・活用を図るとともに，他の年齢層に高齢者

の特性を理解させるよう努めている。また，高齢

者の運転中の事故を防止するため，高齢運転者標

識（高齢者マーク）の普及と，高齢運転者標識を

取り付けた自動車への保護意識を高めるよう呼び

掛けた。

また，マスメディアや各種の行政広報の活用，

ポスター，パンフレット等の配布，交通安全フェ

ア，シンポジウムの開催等を通じて広報啓発活動

を積極的に実施することにより，高齢者はもとよ

り，高齢者の交通安全に関する国民の意識の醸成

を図った。

イ 薄暮・夜間事故防止のための広報啓発等

夜間の重大事故の主原因となっている最高速度

違反，飲酒運転等による事故実態・危険性等を広

く周知し，これら悪質・危険な運転の追放を呼び

掛けた。また，高齢歩行者を始めとする各年齢層

の歩行者が，ドライバーから視認性の高い服装を

着用し，反射材を活用する気運の醸成を図るとと

もに，自転車の灯火の点灯の徹底及び自転車の側

面等への反射器材の取付けを推進するなど，夜間

事故の防止を最重点に取り組んだ。

さらに，薄暮時における交通事故防止を図るた

め自動車の前照灯の早期点灯を呼び掛けた。

ウ 自転車利用マナー向上のための広報啓発

自転車利用者の交通マナーの向上を図り，自転

車乗用中の交通事故や自転車による迷惑行為を防

止するため，歩行者に配慮した通行等自転車の正

しい乗り方に関する普及啓発活動を推進した。

エ 交通事故関連情報の提供

国民が，交通事故の発生状況を認識し，交通事

故防止に関する意識の啓発等を図ることができる

よう，各種の交通事故関連情報を統合したシステ

ムを開発し，これによりインターネットを通じて

事故データ及び事故多発地点に関する情報の提供

に努めた。

オ 自動車に係る安全情報の提供の充実

自動車アセスメント情報や，安全装置の有効

性，自動車の正しい使い方，点検整備の方法に係

る情報，交通事故の概況などの情報を総合的な安

全情報として取りまとめ，自動車ユーザー，自動

車運送事業者，自動車製作者などの情報の受け手

に応じ適時適切に届けることにより，関係者の交

通安全に関する意識を高めていくことを検討し

た。

カ 二輪車事故防止のための広報啓発活動の

推進

「バイクの日」（毎年８月１９日：平元交通対策

本部決定）を中心に，二輪車の安全な利用を促進

するための全国キャンペーン等の広報啓発活動

が，関係機関・団体等により積極的に展開され

た。内閣府では，地方公共団体等に対し，各地域

において積極的に広報啓発を促進するよう要請す

るとともに，それらの諸活動に呼応する中央イベ

ントとして，関係団体の協力を得て，「バイクの

日」に「バイクにフレンドシップ in お台場」を

開催した。このイベントでは，二輪車の事故防止

や安全な利用等について，二輪車に関係する著名

人による幅広い討論が行われた。

キ 交通安全ファミリー作文コンクールの実

施

「交通安全は家庭から」をテーマに，各家庭で

交通安全について話し合い，交通ルールと正しい

交通マナーを身に付けることができるよう交通安

全家族会議の普及を図るため，「我が家の交通安
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全」を主題とする交通安全ファミリー作文コン

クールを実施した。

平成１３年度は，約１万２千件の応募があり，優

秀作品を取りまとめて，関係機関・団体等に配布

した。

ク 反射材用品の普及促進

夜間における歩行者及び自転車利用者の事故防

止に有効な反射材の普及を図るため，各種広報媒

体を活用した広報及び反射材の効果，使用方法等

について理解を深めてもらうための参加・体験・

実践型交通安全教育や反射材を使用した衣服等の

ファッションショー等のイベントの開催等を推進

し，高齢者のほか，児童，生徒，若者など全年齢

層を対象とした普及活動に努めた。

ケ 交通安全フェアの開催

各種展示及び実演を通じて，交通安全知識の普

及と交通安全意識の高揚を図るとともに，交通

ルールの遵守と正しい交通マナーの実践の習慣付

けを図ることを目的に，９月２２日及び２３日の２日

間にわたり東京ドームシティにおいて交通安全フ

ェアを開催し，交通安全に関する多彩なステージ

プログラム及び各種の展示等を実施した。

コ 交通安全シンポジウムの開催

内閣府は，平成１３年９月３日，第２０回交通安全

シンポジウムを福島県及び郡山市と共催で郡山ユ

ラックス熱海において「交通事故による被害者へ

の支援について考える」をテーマとして開催し

た。

第２０回交通安全シンポジウム

サ 交通安全政策担当者ワークショップの実

施

地方公共団体の交通安全対策に係る企画・立案

能力の向上を図ることを目的として，都道府県・

政令指定都市の担当者等を対象とした交通安全

ワークショップを全国６ブロックにおいて実施した。

シ 交通安全対策総合データベースの活用

交通安全対策に関する情報をインターネットに

より提供する交通安全対策総合データベースを活

用し，地方公共団体の交通安全対策担当者，交通

指導員等の支援を行った。

３ 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動

の推進等

（１）民間交通安全関係団体に対する指導育成

ア （財）全日本交通安全協会に対する指導

交通安全マインドの普及浸透を図るため，交通

安全についての広報啓発活動を行うとともに，交

通安全に関する調査研究等を推進している（財）全

日本交通安全協会に対し，同協会が実施する交通

安全国民運動中央大会，交通安全子供自転車全国

大会の開催，各種指導者講習会の開催，機関誌及

び広報資料の作成，反射材用品の普及促進，その

他交通安全のための諸活動が効果的に行われるよ

う指導・援助した。

なお，同協会は道路交通法の規定に基づいて，

全国交通安全活動推進センターとして指定されて

おり，民間の交通安全活動団体の中核を担ってい

くことが期待されていることから，警察庁では必

要な助言，指導に努めた。

イ 母親の交通安全組織に対する指導育成

地域社会における母親の交通安全組織の育成に

努めるとともに，母親の交通安全活動の指導等を

行っている（社）全国交通安全母の会連合会に対

し，同連合会が実施する交通安全のための母親活

動指導者講習会の開催，交通安全指導資料及び幼

児交通安全教育実技資料の作成，交通安全啓発全

国キャラバン隊の派遣，高齢者世帯の訪問による

交通安全指導，広報紙，広報資料の刊行等の事業
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について指導・援助した。

ウ その他の民間団体に対する指導育成

（財）日本交通安全教育普及協会その他の民間交

通安全団体の育成に努めるとともに，広く交通安

全に関係する団体が行う広報啓発資料の作成，研

修会の開催，調査研究の実施等交通安全に関する

事業について指導・援助した。

（２）地域交通安全活動推進委員に対する指導等

平成１３年３月末現在，全国で約１万９，７００人の

地域交通安全活動推進委員（以下「推進委員」と

いう。）が委嘱されているが，推進委員による適

正な交通の方法及び交通事故防止について住民の

理解を深めるための住民に対する交通安全教育，

地域においての安全かつ円滑な交通を確保するた

めの広報啓発活動，地域において活動する団体又

は個人に対する協力要請活動，住民からの相談を

受ける活動等を適正かつ効果的に推進することが

できるよう指導を行うとともに，推進委員が組織

する地域交通安全活動推進委員協議会において，

推進委員相互の連携，必要な情報の提供，関係機

関との連絡調整等を十分に行うことができるよ

う，指導している。特に，推進委員は交通安全教

育指針に従って交通安全教育を行うこととされて

いることから，同指針の解説書，推進委員用マニ

ュアル等を活用するほか，交通安全活動推進セン

ターが実施する研修等を通じて指針についての理

解を深めさせ，推進委員による効果的かつ適切な

交通安全教育の実施に取り組んでいる。

（３）民間交通指導員に対する指導

地域における交通事故防止を徹底するため，地

方公共団体，民間交通安全団体からの委嘱等を受

けて，ボランティア活動として子供，高齢者等に

対する交通安全指導を行っている民間交通指導員

について，その活動が効果的に推進されるよう育

成指導に努めた。

（４）交通安全総点検の実施

交通の安全は，人・道・車の調和が図られるこ

とにより保たれるものであり，利用する人の視点

に立ってとらえられるべき課題である。このよう

な観点から，地域の人々や道路利用者の主体的な

参加の下，道路交通環境の点検を行い，行政と住

民・企業など地域が一体となった取組を通じて，

交通の安全確保を目指す交通安全総点検を推進し

た。

第３節 安全運転の確保

１ 運転免許保有者数及び運転免許試験の実施状

況

（１）運転免許保有者数

平成１３年１２月末現在の運転免許保有者数は，前

年に比べて約８６万人（１．２％）増加して約７，５５５万

人となった。このうち，男性は約２８万人（０．６％）

増加して約４，４１４万人，女性は男性の増加数を上

回る約５９万人（１．９％）増加して約３，１４１万人とな

り，その構成比は男性５８．４％，女性４１．６％となっ

た（第１－１１表）。

また，年齢層別の増加数では，６５歳以上の高齢

者が約４５万人（６．３％）増加し，増加数の約５２％

を占めている。

運転免許の取得可能な１６歳以上の人口に占める

運転免許保有者数の割合は，７０．２％（男性８４．６％，

女性５６．６％）となり，年齢層別では，３０～３４歳の

年齢層が９４．７％（男性９８．７％，女性９０．７％）で最

も多く，次いで３５～３９歳の年齢層となっている（第

１－２７図）。

運転免許の種類別保有者数は，第一種普通免許

保有者が約６，５３４万人で全体の８６．５％を占めてお

り，対前年増加率も１．６％と高くなっている（第１

－１２表）。

身体障害者の運転免許については，運転できる

車両の限定の条件が付されているものが延べ２８万

３，１１９件，補聴器使用の条件が付されているもの

が延べ４万５，８９９件となっている。

なお，平成１３年中の国外運転免許証の交付件数

は３８万１，８８６件で，前年に比べ９，１９１件（２．４％）

減少した。また，外国の行政庁の運転免許を有す

る者については，一定の条件の下に運転免許試験

のうち技能試験及び学科試験を免除することとさ
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